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地理空間情報を用いた積雪寒冷地の災害時避難に
関する研究

広域津波災害軽減に向けて、近年設置された海底地
震津波観測網（S-net)を用 いた津波即時予測手法
の開発研究

複合災害発生時の災害対応の実際及び災害対応従事
者の人材育成に関する 研究

異種ハザ-ドの重なる区域での災害シナリオ

地震に伴う大規模土砂・流木動態、災害に関す る
研究

北海道の地域性（日本海溝巨大地震津波・冬型問
題）に着目した地震被害想定手法

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に関わる
北海道大学広域複合災害研究センタ－による
関連研究課題

効果的な減災手
法構築に向けて

・研究成果提供
・関係機関との
情報共有と議論

⇒被害想定地で
公開シンポジウ
ム開催予定国、北海道による被害想定公表

⇒今後の各地域での具体な減災計画策定

社会のニーズ



「日本海溝・千島海溝沿い巨大地震」の位置づけ：国の重点地震の一つ

内閣府 防災情報のページより

近年マスコミが大きく取り上げた
公表被害想定
2012年8月
南海トラフ巨大地震の被害想定について

（第一次報告）

2013年12月
首都直下地震の被害想定と対策について

（最終報告）

2022年5月
東京都：首都直下地震等による東京の被

害想定（最新版）

2021年12月
日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の被

害想定について

2022年7月
北海道：日本海溝・千島海溝沿いの巨大

地震の被害想定について

内閣府が想定する大規模地震



被害想定は何のため
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津波浸水シミュレーション

①地震想定 ②ハザードシミュレーション

地震動シミュレーション

震度分布

津波浸水分布

③被害評価
＝被害想定

④減災目標設定と
実施計画の提案

5割減
8割減

実施計画
提案

［地震津波被害想定の手順］

１．敵を明らかにする：対策の対象と状況を想定

２．対策のゴールを明らかにする
３．そのための実施案を考える

建物全半壊分布

人的被害分布

液状化危険度分布

急傾斜地危険度



被害想定には色々なレベルがある

国 都道府県 市町村
評価単位 都道府県 市町村・地域区画(250mメッシュ) 地域区画(10～250mメッシュ)
評価目的 対策方針・対策の国民理解 市町村対策方針指導・部局間連携 具体的対策
評価精度 全国統一的手法によるマクロ解析 地域性配慮し市町村単位詳細 地域区画詳細

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震に関する公表
2015年 2月 中央防災会議：モデル検討会設置
2020年 4月 地震調査研究推進本部：太平洋沿岸浸水域公表
2021年12月 中央防災会議：被害想定公表

2022年 7月 北海道：被害想定一部公表

シンポジウムで解説・討論

 市町村独自想定は限られている
 都道府県の被害想定を利用

多くの市町村・住民は
 どう解釈してよいか分からない
 利活用の方法を知らない



１ 北海道の被害想定の概要とそれを受けて、
社会が議論すべきこと

6
シンポジウムでの解説・討論の内容

２ シンポジウムの意義と、主な議論のポイント

３ シンポジウムの成果と今後の減災への活かし方



（１）想定断層モデル
日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討（ ）内閣府における

１． 被害想定の概要解説



対象地震の指定履歴とL1・L2津波に対する対策方針（国交省）
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千島海溝モデル(M9.3)
日本海溝モデル(M9.1)

①択捉島沖
の地震

②色丹島沖
の地震

③根室沖・釧路沖の
地震

④十勝沖・釧路沖の
地震

⑤500年間隔地震
⑥三陸沖北部の

地震

⑧明治三陸沖タイプ地震
⑦宮城県沖

の地震

2006年1月中央防災会議：M8クラス
M8クラス８地震被害想定
日本海溝・千島海溝周辺の海溝型地震

2017年12月中央防災会議：M9ク
M９クラス最大津波２断層想定
日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震

東日本大震災

国交省の分類

■Level-1（L1)津波
定義：発生頻度が数十年～百数十年に一度
対策方針:住民の生命と住民の財産を保護

■Level-2（L2)津波
定義：発生頻度は極めて低い最大規模の津波
対策方針：住民の生命を最優先



（２）ハザードの評価
日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討（ ）内閣府における

１． 被害想定の概要解説

ハザード種別 評価項目 算定手法：国・都道府県でほぼ同じ

(1)地震動 震度分布 統計的グリーン関数法

(2)津波 津波浸水域、津波高、浸水深、到達時間 非線形長波式

(3)液状化 液状化発生確率 PL法

(4)土砂災害 急傾斜地崩壊危険度 急傾斜地危険度ランク



ハザードの評価例
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地震動断層モデルと震度分布 津波断層モデル

液状化危険度分布

出展：内閣府HP：防災情報のページ「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会」
：北海道危機対策課 2022年7月28日報道レクチャー資料

土砂災害危険度分布

津波浸水域



（３）被害想定結果概要
2022年7月に北海道が公表した被害項目
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１． 被害想定の概要解説

項目 項目詳細

１ 建物被害 木造・非木造建物全半壊棟数

２ 火災被害 出火件数、焼失棟数

３ 人的被害 死者数、負傷者数、避難者数

４ ライフライン被害 断水世帯数

５ 交通施設被害 道路・橋梁被害箇所数

６ 経済被害 各被害項目の被害額



被害評価方法の比較

被害項目 項目詳細 要因別 算定方法

南海トラフ地震 日本海溝・千島海溝沿い地震

国 国 北海道

建物被害
木造・非木造全半

壊棟数

津波 浸水深ごとの被害率 同 同

揺れ 阪神淡路大震災の建物年代別全壊率
震度と損傷度評価法（岡田・
高井、1999）採用

同
積雪荷重考慮

液状化 地盤沈下量と被害率 同 同

急傾斜地崩壊 危険度ランク別被害率 同 同

人的被害

死者数、
負傷者数、
避難者数

津波 浸水深別死亡率、避難直進距離 同 同、避難経路考慮

建物倒壊
死者数＝建物全壊棟数×係数
負傷者数＝建物被害-負傷者関係（大
阪府、1997）

同 損傷空間別ISS算定

急傾斜地崩壊 伊豆大島近海地震人的被害発生率 同 同

室内散乱 木造全壊棟数と負傷率 同 家具転倒領域率とISS

低体温症対処者数
－

屋外避難の人数（全壊建物
対象）

同（全・半壊・部損・床下浸水
建物対象）



北海道が公表の想定被害概数
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冬季・深夜発生、早期避難率が低い場合



14
減災効果の根拠

■千島海溝モデルの死者数（冬の深夜）

2022年7月28日付
北海道危機対策課報道発表資料

■避難開始が早ければ死者半減というが冬季の避難は時間がかかる
・揺れが収まったら即避難開始できるという仮定（全てがうまくいくという仮定）
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国（中央防災会議）の条件を踏襲



社会が議論すべきこと

① なぜ巨大災害が想定されたのか
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災害 ＝ 自然環境：外力（津波の破壊力）の巨大さ × 社会環境：防御力の脆弱さ

想像以上の外力（連動型地震津波L2）が、防御力を上回った

自然環境変化・社会環境変化の考慮がない

見逃されている視点



社会が議論すべきこと

② 被害想定が市町村防災対策に活かされているか
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１）被害想定は市町村に役に立つ情報を提供していること

２）市町村は被害想定の情報の活用法を理解していること

建物被害：無被害／一部破損／半壊／全壊

人的被害：無傷／軽傷／重傷／死亡

見逃されている視点

これらの情報は使いにくいため、公表にとどまっている
（対策の重要性をアピールするのみ）

最大の問題は被害尺度にある



17
建物の損傷度認定とその後の給付保障の違い

全壊半壊罹災証明
一部
損壊

一部破損
市町村対策本部
災害時被害認定

半壊
(補修可能)

全壊
(補修不可能)

D1 D2 D3 D4 D5
構造的損傷区分

Damage Level

構造的損傷度
Damage Index

D6

一部損壊
(準半壊)

大規模
半壊

主として構造被害＋資産損失
（後日修正あり）

公表値

復旧助成

耐震モデル

主として資産損失

構造部材被害

市町村が必要とする情報は、構造被害のみではない。
資産損失に関わる情報の提供も望んでいる。

D-Indexの被害評価は要望に追随可能（北海道の方法）。



負傷者についての考察
機関により負傷者の定義が異なる
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 被害想定の人的被害情報は活用されているか
－人的被害は傷度3区分（死/重傷/軽傷）：警察出動有無の判断→活用法不明
ー医療分野は症度7区分（死/瀕死/重篤/重症/中等症/軽症/微症）
－医療情報として必要なのは災害時必要病床数・医療関係者動員数
 二次救急病院（集中治療）搬送者数が必要

⇒内臓損傷以上（ISS≧12.5）かそれ未満か（12.5＞ISS)

⇒事前被害想定においてもISS評価が必要。

市町村が必要とする情報は、死傷者数のみではない。
医療体制に関わる情報の提供も望んでいる。

ISSの被害評価は要望に追随可能（北海道の方法）。

0 1 2 3 4 5 6
無傷 軽傷 重傷 死人的被害区分



社会が議論すべきこと

③ 防災対策はどうあるべきか
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冬季・複合災害時の避難は危険
誰もが避難できるとは限らない
避難は難しい

見逃されている視点

短期・中期・長期対策を考えるべき

避難重視の対策はSDGsに反しないか
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避難することだけを考えていては
最大クラス被害には太刀打ち不能。 弱者は早期避難は不可能

健常者でも病気の時は
早期避難は不可能

アクシデントで眼鏡
を壊すことも

【避難路】歩行速度が遅くなる
・凍結道路は歩行速度が遅くなる
・暴風雪時はさらに遅くなる
・道路ががれきで歩行困難

【住居内】避難準備に時間がかかる
・防寒着を着る
・子供にも着せる必要あり
・大地震は揺れが長く、動き始めが
遅くなる
・夜間停電はさらに時間を要す
・室内が散乱し脱出に時間を要す

（避難開始の仮定：
日中 夏5分、冬7分
夜間 夏10分、冬12分）【避難ビル】避難階に到達する前に渋滞発生の可能性あり

・一斉避難のため、避難ビルの出入り口で渋滞発生
・避難ビル内でも歩行渋滞が発生

⇒避難階に到達する前に津波来襲の可能性あり



避難対策の難しさ
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住民

理解

減災効果発揮

広報計画

住民の理解と実行が
なければ

効果全くなし

実行

避難成功（被害想定）の条件を知っているか
⇒個々人で避難成功の条件は変わるので、学修必要（＝一般の想定条件）
• 天候・時間帯により避難準備の内容は異なる＝晴、就寝外
• 家屋・室内の被害状況により避難開始時間影響＝無被害、散乱なし
• 家族に負傷者・要介護者の有無により避難負担過大＝全員自立避難可
• アクシデントに対応できるか：コンタクト装着不可。眼鏡見つからない。
• 避難経路・避難所（避難階）の渋滞有無は避難速度に影響＝閉鎖・渋滞なし
住んでいる場所が危険になる条件を知っているか
• 防潮堤で押さえられる津波高さは
我が家はその条件を満たすか

逃
げ
る
対
策

ソフト教育

情報

ハード

施設
整備

避難重視の対策は ①ハード施設整備が必要。
しかし、 ②住民が避難の条件を学修し、

③災害時には実行しないと、ハード施設整備もむだになる。



国交省：津波防災地域づくり(推進計画)のイメージ
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被害想定を対策・まちづくりに生かす：南三陸町の将来対策イメージ：南三陸町震災復興計画（素案）2011.9.30版

これまで これから

• ハード対策（L1対策)
海岸堤防
津波防護施設

• ソフト対策（避難促進）に向けての
ハード整備（L2対策)
避難場所・避難路
避難ビル
避難タワー

宅地かさ上げ
市街地整備・集団移転

中期的対策

長期的対策国交省・津波防災地域づくりと砂浜保全のあり方に関する懇談会（2017年9月）資料

対策の時間スケールで整理し直すと・・・

逃げるための対策

逃げない対策



議論して欲しい対策オプションいろいろ・・・
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とりあえずの対策：被害想定を使って即時対応できる対策
■内閣府の方法：避難所の容積チェック＆住民解説（想定の仮定条件）
■北海道の方法：負傷者を死なせない対策⇒不足の場合は周辺市町村と連携協定

・医療従事者の充足度確認：トリアージ
・医療施設の充足度確認：重症者（ICU病院）搬送可能

■北海道の方法：避難支援の強化
・身体的閉じ込め者数：救出専門チーム数の確認
・空間的閉じ込め者数：自主防災組織の訓練
・自助（世帯）教育：【室内安全化】＋【日頃の備え】

逃げる対策（避難重視対策）：5～10年単位で考える
■L1ハード対策：防潮堤＋『避難タワー/ビル』＋『公共施設/住家耐震化』
■L1ソフト対策：避難教育
逃げない対策（安全な場所で暮らす）：数10～100年単位で考える
■L2ハード対策：『コンパクトシティ』＋『集団移転』＋『生活環境整備』
■L2ソフト対策：まちづくり教育

短期的対策

長期的対策

中期的対策



社会が議論すべきこと
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④ 北海道の切迫した課題はなにか

１）避難開始までの持ち時間がない

• 地震発生から避難に影響する津波浸水まで5～20分
２）低体温症の危険性

• 津波等で着衣が濡れた場合、夏場においても低体温症の危険性あり

３）復旧力の弱さ

• 脆弱な産業交通ネットワークが復旧を遅らせ地域消滅へ



２ シンポジウムの意義と、主な議論のポイント
 話題提供者

• 谷岡勇市郎（北海道大学教授）「釧路市で想定される津波浸水」

• 橋本雄一（北海道大学教授）「GISで考える津波避難」

• 山口真司（北海道大学特任教授）「海溝型地震における土砂災害への対応」

• 根本昌宏（日本赤十字北海道看護大学教授）

「寒冷期災害における命を護り健康を保つための課題」

• 草苅敏夫（元釧路工業高等専門学校教授）

「冬季を想定した避難と避難所運営（DIGとHUGの活用」

• 田村桂一（北海道開発局調整官）「防災・減災のためのインフラ整備と応急対策」

• 大西章文（北海道危機対策課長）「道民みんなで取り組む災害に強い北海道」

• 伊藤剛（読売新聞次長）「巨大地震における情報収集と伝達の課題」

議論の主なポイント
北海道の切迫した課題を中心に

① これまでの取組 成果と北海道の課題

② 対策のオプション 各部署・専門家への期待

25シンポジウムでの解説・討論の内容



３ シンポジウムの成果と今後の減災への活かし方
 被害想定を見据えての対策オプション

 北海道からの発信

① 地域を護ることは日本の将来を護ること

② 北海道が日本の将来の食糧・エネルギー・安全な産業育成の場を
担っている：全国区となる条件は

⇒防災領域に加え異分野領域へ北海道活性化への問題提起

26
シンポジウムでの解説・討論の内容



連絡先
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山田 孝：広域複合災害研究センター・センター長
北海道大学教授

厚井高志：広域複合災害研究センター・副センター長
北海道大学准教授

岡田成幸：広域複合災害研究センター・客員教授
北海道大学名誉教授

広域複合災害研究センター
https://www.cnhr.info/
E-mail: cnhr@cen.agr.hokudai.ac.jp
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